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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アップリンク電力制御手順を実行する無線通信装置であって、
　上記アップリンク電力制御手順は、
　　各コンポーネントキャリアに対するアンテナの合計送信電力を決定し、
　　決定された上記合計送信電力に基づき、各アンテナポートの送信電力または１つのア
ンテナポートに対する送信電力を割り当て、
　上記無線通信装置のアップリンク送信モードは、シングルアンテナポートモードまたは
マルチアンテナポートモードに設定されていることを特徴とする無線通信装置。
【請求項２】
　上記各コンポーネントキャリアに対するアンテナの合計送信電力は、
　該コンポーネントキャリアにおけるＰＲＢの数、該コンポーネントキャリアのダウンリ
ンク経路損失、および／または該コンポーネントキャリアにおける閉ループＴＰＣコマン
ドの累積、に基づく関数によって決定されることを特徴とする請求項１に記載の無線通信
装置。
【請求項３】
　上記各コンポーネントキャリアに対するアンテナの合計送信電力は、
　推定された送信電力が最大送信電力を上回る場合に、事前に設定された優先度に基づき
低減されることを特徴とする請求項１に記載の無線通信装置。
【請求項４】
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　上記推定された送信電力は、
　少なくとも、コンポーネントキャリア上のＰＵＳＣＨ（物理アップリンク共有チャネル
：physical uplink shared channel）とＰＵＣＣＨ（物理アップリンク制御チャネル：ph
ysical uplink control channel）との合計であることを特徴とする請求項３に記載の無
線通信装置。
【請求項５】
　上記最大送信電力は、上記無線通信装置の電力クラスによって決定されることを特徴と
する請求項３に記載の無線通信装置。
【請求項６】
　上記事前に設定された優先度は物理チャネルに基づくことを特徴とする請求項３に記載
の無線通信装置。
【請求項７】
　上記事前に設定された優先度において、ＰＵＣＣＨはＰＵＳＣＨより高い優先度を有す
ることを特徴とする請求項６に記載の無線通信装置。
【請求項８】
　上記各コンポーネントキャリアに対するアンテナの合計送信電力は、
　上記事前に設定された優先度においてＰＵＣＣＨに対しＰＵＳＣＨより高い優先度を付
与することで、上記推定された送信電力が上記最大送信電力を上回る場合に、特定のＰＵ
ＳＣＨ信号を送信しないことにより、低減されることを特徴とする請求項７に記載の無線
通信装置。
【請求項９】
　シングルアンテナポートモードが設定されているとき、上記１つのアンテナポートに割
り当てられた送信電力は、上記決定された上記合計送信電力に等しく、
　マルチアンテナポートモードが設定されているとき、上記各アンテナポートに割り当て
られた送信電力は、上記アンテナ間で、上記決定された上記合計送信電力を等しく分割し
て得られる配分の１つに等しいことを特徴とする請求項１に記載の無線通信装置。
【請求項１０】
　上記１つのアンテナポート、または各アンテナポートに対して割り当てられた送信電力
は、ＰＵＳＣＨに対するアップリンク送信電力であることを特徴とする請求項９に記載の
無線通信装置。
【請求項１１】
　上記１つのアンテナポート、または各アンテナポートに対して割り当てられた送信電力
は、ＰＵＣＣＨに対するアップリンク送信電力であることを特徴とする請求項９に記載の
無線通信装置。
【請求項１２】
　上記１つのアンテナポート、または各アンテナポートに対して割り当てられた送信電力
は、ＳＲＳに対するアップリンク送信電力であることを特徴とする請求項９に記載の無線
通信装置。
【請求項１３】
　無線通信装置に対してアップリンク電力制御手順を実行する基地局であって、
　上記無線通信装置は、シングルアンテナポートモードまたはマルチアンテナポートモー
ドに設定可能であり、
　上記アップリンク電力制御手順は、
　上記無線通信装置により、上記シングルアンテナポートモードおよび上記マルチアンテ
ナポートモードにおいて使用される、各コンポーネントキャリアに対するアンテナの合計
送信電力を決定し、
　上記無線通信装置に対するアップリンク送信モードは、シングルアンテナポートモード
またはマルチアンテナポートモードに設定されていることを特徴とする基地局。
【請求項１４】
　上記各コンポーネントキャリアに対するアンテナの合計送信電力は、推定された送信電
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力が最大送信電力を上回る場合に、事前に設定された優先度に基づき低減されることを特
徴とする請求項１３に記載の基地局。
【請求項１５】
　上記推定された送信電力は、少なくとも、コンポーネントキャリア上のＰＵＳＣＨとＰ
ＵＣＣＨとの合計であることを特徴とする請求項１４に記載の基地局。
【請求項１６】
　上記最大送信電力は、上記無線通信装置の電力クラスによって決定されることを特徴と
する請求項１４に記載の基地局。
【請求項１７】
　上記事前に設定された優先度において、ＰＵＣＣＨはＰＵＳＣＨより高い優先度を有す
ることを特徴とする請求項１４に記載の基地局。
【請求項１８】
　アップリンク送信に関し、シングルアンテナポートモードまたはマルチアンテナポート
モードが設定されるＲＣＣ（無線リソース制御：radio resource control）信号設定ステ
ップと、
　各コンポーネントキャリアに対するアンテナの合計送信電力を決定する第１のステップ
と、
　上記第１のステップにて決定された合計送信電力に基づき、各アンテナポートに対する
送信電力または１つのアンテナポートに対する送信電力を割り当てる第２のステップと、
　を含むことを特徴とする無線通信装置のアップリンク電力制御方法。
【請求項１９】
　上記各コンポーネントキャリアに対するアンテナの合計送信電力は、
　推定された送信電力が最大送信電力を上回る場合に、事前に設定された優先度に基づき
低減されることを特徴とする請求項１８に記載の無線通信装置のアップリンク電力制御方
法。
【請求項２０】
　シングルアンテナポートモードが設定されているとき、上記１つのアンテナポートに割
り当てられた送信電力は、上記第１のステップにおいて決定された上記合計送信電力に等
しく、
　マルチアンテナポートモードが設定されているとき、上記各アンテナポートに割り当て
られた送信電力は、上記アンテナ間で、上記第１のステップにおいて決定された上記合計
送信電力を等しく分割して得られる配分の１つに等しいことを特徴とする請求項１８に記
載の無線通信装置のアップリンク電力制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、無線通信システム一般に関する。より具体的には、本開示は、アンテナポー
トモードと送信モードとの移行のための無線通信装置、基地局および方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　無線通信システムは、世界中の人々が通信することができる重要な手段となっている。
無線通信システムは、基地局から個別にサービスを受ける多数の無線通信装置を提供する
。
【０００３】
　無線通信装置は、無線通信システムを介しての音声および／またはデータ通信に使用可
能な電子装置である。あるいは、無線通信装置は、移動局、ユーザ機器、アクセス端末、
加入者設備、移動端末、遠隔ステーション、ユーザ端末、端末、加入者ユニット、携帯機
器などの語で呼ばれてもよい。無線通信装置は、携帯電話、スマートフォン、ＰＤＡ（pe
rsonal digital assistant）、無線モデムなどであってもよい。
【０００４】
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　基地局は、複数の無線通信装置と通信する固定局（すなわち、固定された場所に設けら
れた無線通信局）である。あるいは、基地局は、アクセスポイント、ノードＢ、発展型ノ
ードＢ（ｅＮＢ：evolved Node B）、または他の類似の用語で呼ばれてもよい。
【０００５】
　3rd Generation Partnership Projectは、”３ＧＰＰ”とも呼ばれ、第３および第４世
代の無線通信システムに関する世界共通の技術的仕様と技術報告書とを規定することを目
的とした共同合意である。上記３ＧＰＰは、次世代のモバイルネットワーク、システムお
よび装置に関する仕様を規定し得る。
【０００６】
　３ＧＰＰ　ＬＴＥ（Long Term Evolution）は、将来的な要求に対応するＵＭＴＳ（Uni
versal Mobile Telecommunication System）携帯電話や装置の標準規格を改善するプロジ
ェクトに与えられた名称である。一形態において、ＵＭＴＳは、Ｅ－ＵＴＲＡ（Evolved 
Universal Terrestrial Radio Access）およびＥ－ＵＴＲＡＮ（Evolved Universal Terr
estrial Radio Access Network）に関するサポートと仕様を提供するために修正されてい
る。ＬＴＥ－Ａ（LTE-Advanced）は次世代のＬＴＥである。
【発明の概要】
【０００７】
　無線通信装置が開示される。上記無線通信装置は、マルチアンテナポートモードからシ
ングルアンテナポートモードへの自律的移行を行うアンテナモード部と、上記自律的移行
について基地局に暗黙的に通知する、またはマルチアンテナポートモードからシングルア
ンテナポートモードへの移行を明示的に通知する送信部と、を備える。
【０００８】
　無線通信装置におけるアンテナポートモードと送信モードとの状態移行のための方法が
開示される。上記方法は、マルチアンテナポートモードからシングルアンテナポートモー
ドへの自律的移行を行う工程と、上記自律的移行について基地局に暗黙的に通知する工程
、または、マルチアンテナポートモードからシングルアンテナポートモードへの移行を明
示的信号によって通知する工程とを含むことを特徴とする方法である。
【０００９】
　基地局が開示される。上記基地局は、無線通信装置のマルチアンテナポートモードから
シングルアンテナポートモードへの自律的移行を検出する検出部と、過去に上記無線通信
装置に割り当てられていたリソースで、現在では該無線通信装置に使用されていないリソ
ースを再割り当てする再割り当て部とを備えることを特徴とする基地局である。
【００１０】
　基地局におけるアンテナポートモードと送信モードとの状態移行をサポートするための
方法が開示される。上記方法は、無線通信装置のマルチアンテナポートモードからシング
ルアンテナポートモードへの自律的移行を検出する工程と、過去に上記無線通信装置に割
り当てられていたリソースで、現在では該無線通信装置に使用されていないリソースを再
割り当てする工程とを含むことを特徴とする方法である。
【００１１】
　本発明の上記およびその他の目的、特徴および利点は、後述する発明の詳細な説明を添
付の図面と合わせて検討することで、より容易に理解されるものとなろう。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】基地局と無線電気通信を行う無線通信装置を含む無線通信システムを示す図であ
る。
【図２】無線通信装置による、アンテナポートモードと送信モード間の移行の方法の第１
の例を示す図である。
【図３】無線通信装置による、アンテナポートモードと送信モード間の移行の方法の第２
の例を示す図である。
【図４】無線通信装置による、マルチアンテナポートモードからシングルアンテナポート
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モードへの自律的移行についての基地局への暗黙的な通知の方法の一例を示す図である。
【図５】無線通信装置による、マルチアンテナポートモードからシングルアンテナポート
モードへの自律的移行についての基地局への暗黙的な通知の方法の別の例を示す図である
。
【図６】無線通信装置による、無線リソース制御（ＲＲＣ：radio resource control）信
号に基づく、マルチアンテナポートモードからシングルアンテナポートモードへの移行の
方法を示す図である。
【図７】無線通信装置による、ＲＲＣ信号に基づく、シングルアンテナポートモードから
マルチアンテナポートモードへの移行の方法を示す図である。
【図８】無線通信装置による、所定の期間経過後のシングルアンテナポートモードへの復
帰の方法を示す図である。
【図９】無線通信装置による、特定の状況下でのシングルアンテナポートモードへの自律
的移行の中止の方法を示す図である。
【図１０】基地局による、無線通信装置がマルチアンテナポートモードからシングルアン
テナポートモードへ自律的に移行したことを検出した後のリソースの再割り当ての方法を
示す図である。
【図１１】基地局による、無線通信装置がマルチアンテナポートモードからシングルアン
テナポートモードへの自律的に移行したことを検出した後の、時間／周波数リソースのス
ケジューリングと、変調およびコーディングのスキームレベルを指示との方法を示す図で
ある。
【図１２】基地局による、ＲＲＣ信号による無線通信装置のマルチアンテナポートモード
からシングルアンテナポートモードへの移行の設定の方法を示す図である。
【図１３】基地局による、ＲＲＣ信号による無線通信装置のマルチアンテナポートモード
からシングルアンテナポートモードへの移行の設定の別の方法を示す図である。
【図１４】基地局による、ＲＲＣ信号による無線通信装置のシングルアンテナポートモー
ドからマルチアンテナポートモードへの移行の設定の方法を示す図である。
【図１５】基地局による、ＲＲＣ信号による無線通信装置のシングルアンテナポートモー
ドからマルチアンテナポートモードへの移行の設定の別の方法を示す図である。
【図１６】基地局による、無線通信装置のシングルアンテナポートモードからマルチアン
テナポートモードへの移行の設定後の、該無線通信装置のシングルアンテナポートモード
への自律的復帰の検出の方法を示す図である。
【図１７】アップリンク電力制御の手順を示す図である。
【図１８】図１７に示したアップリンク電力制御の手順の一態様のさらなる詳細を示す図
である。
【図１９】図１７に示したアップリンク電力制御の手順の別の態様のさらなる詳細を示す
図である。
【図２０】物理チャネルをドロップするか否かを決定するステップの実行前の送信電力割
り当ての例を示す図である。
【図２１】物理チャネルをドロップするか否かを決定するステップの実行後の送信電力割
り当ての例を示す図である。
【図２２】２個の２０ｄＢｍ電力増幅器（ＰＡ）を設定した状況における送信電力割り当
ての例を示す図である。
【図２３】４個の１７ｄＢｍＰＡを設定した状況における送信電力割り当ての例を示す図
である。
【図２４】周波数選択的送信ダイバーシティ（ＦＳＴＤ：frequency selective transmis
sion diversity）として実施されるオープンループ送信ダイバーシティスキームの例を示
す図である。
【図２５】空間－周波数ブロックコーディング（ＳＦＢＣ：space-frequency block codi
ng）として実施されるオープンループ送信ダイバーシティスキームの例を示す図である。
【図２６】周期的遅延ダイバーシティ（ＣＤＤ：cyclic delay diversity）として実施さ
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れるオープンループ送信ダイバーシティスキームの例を示す図である。
【図２７Ａ】アンテナポート重み付け処理の一例を示す図である。
【図２７Ｂ】アンテナポート重み付け処理の別の例を示す図である。
【図２８】基地局による、上記無線通信装置で使用されるアンテナポート重み付け処理の
パラメータ（ｘ）の設定の方法を示す図である。
【図２９】無線通信装置による、アンテナポート重み付け処理のパラメータ（ｘ）を上書
きしたことの基地局への通知の方法の一例を示す図である。
【図３０】無線通信装置による、アンテナポート重み付け処理のパラメータ（ｘ）を上書
きしたことの基地局への通知の方法の別の例を示す図である。
【図３１】無線通信装置による、アンテナポート重み付け処理のパラメータ（ｘ）を上書
きしたことの基地局への通知の方法のさらに別の例を示す図である。
【図３２】無線通信装置において利用され得る様々な構成要素を示す図である。
【図３３】基地局において利用され得る様々な構成要素を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明において開示されるシステムおよび方法の少なくともいくつかの態様は、３ＧＰ
Ｐ　ＬＴＥおよびＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ規格（Release-8およびRelease-10）と関連
して記載される。しかしながら、本発明の範囲はこの点に限定されるものではない。本発
明において開示されるシステムおよび方法の少なくともいくつかの態様は、他のタイプの
無線通信システムにも利用され得るものである。
【００１４】
　３ＧＰＰ規格において、無線通信装置は一般的にＵＥ（User Equipment）と呼ばれ、基
地局は一般的にノードＢまたは発展型ノードＢ（ｅＮＢ：evolved Node B）と呼ばれる。
しかしながら、本発明の範囲は３ＧＰＰ規格に限定されるものではないため、ここでは、
より一般的な用語である”無線通信装置”および”基地局”を用いることとする。
【００１５】
　図１は、本発明において開示される方法の少なくともいくつかが利用され得る無線通信
システム１００を示す図である。システム１００は、無線通信装置１０４と無線電気通信
を行う基地局１０２を含む。基地局１０２と無線通信装置１０４との間の通信は、ＬＴＥ
－Ａｄｖａｎｃｅｄ規格に従って行われてもよい。無線通信装置１０４はマルチアンテナ
１０６ａ、１０６ｂを含んでいてもよい。
【００１６】
　無線通信装置１０４と基地局１０２の間に複数のアップリンク物理チャネルが存在して
もよい。上記物理チャネルは、物理アップリンク共有チャネル（ＰＵＳＣＨ：Physical U
plink Shared Channel）１０８、物理アップリンク制御チャネル（ＰＵＣＣＨ：Physical
 Uplink Control Channel）１１０、および、サウンディング用のリファレンス信号（Ｓ
ＲＳ：Sounding Reference Signal）１１２が送信されるチャネルを含んでいてもよい。
【００１７】
　無線通信装置１０４は、アンテナモード部１１４において少なくとも２つのアンテナポ
ートモードを有していてもよく、複数の物理チャネルの送信モード１１６を有していても
よい。アンテナポートモード１１４は、シングルアンテナポートモード１１４ａとマルチ
アンテナポートモード１１４ｂとを含んでいてもよい。送信部内の送信モード１１６は、
シングルアンテナ送信モード１１６ａ、送信ダイバーシティモード１１６ｂ、ＳＵ－ＭＩ
ＭＯ（ランク１）モード１１６ｃ、ＳＵ－ＭＩＭＯ（ランク２またはそれ以上）モード１
１６ｄ、およびＭＵ－ＭＩＭＯモード１１６ｅを含んでいてもよい。（ＳＵ－ＭＩＭＯは
、Single-User, Multiple-Input-Multiple-Outputを、ＭＵ－ＭＩＭＯはMultiple-User, 
Multiple-Input-Multiple-Outputを、それぞれ表す）。
【００１８】
　任意の時点において、無線通信装置１０４は、厳密に１つのアンテナポートモード１１
４および厳密に１つの送信モード１１６の状態にあってもよい。１つのアンテナポートモ
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ード１１４と１つの送信モード１１６との組み合わせは１つの送信状態と見做されてもよ
い。
【００１９】
　バッテリーの寿命延長、あるいは空間的リソースの適切な活用のために、無線通信装置
１０４は、アンテナポートモード１１４と送信モード１１６間の移行を行えることが好ま
しい。本発明において開示されるシステムおよび方法の少なくともいくつかの態様は、こ
れらのモード１１４、１１６間の移行に関する一貫性のある挙動を定義することに関連す
る。
【００２０】
　無線通信装置１０４と基地局１０２との間に生じる通信の信頼性のために、基地局１０
２は、現在稼働中の無線通信装置１０４のアンテナポートモード１１４を認識している必
要がある。無線通信装置１０４が、基地局１０２からの信号を受信することなく自身のア
ンテナポートモード１１４を変更した（そしてそれによって送信状態を変更した）とき（
アンテナポートモード１１４の“自律的”変更と呼ばれる）は、基地局１０２は、この変
更／移行を検出し、自身の受信機および割り当て特性をアンテナポートモード１１４の上
記変更に適応するように調整する必要がある。上記基地局は、上記移行を検出部１２０に
おいて検出可能である。さらに、基地局１０２が上記無線通信装置のアンテナポートモー
ド１１４に関する情報を受信したか否かの判定を無線通信装置１０４が行えるように、ア
ンテナポートモード１１４の変更にかかる判定について、基地局１０２による一貫性のあ
る挙動を定義しておくことが有用であろう。基地局１０２はさらに、過去に無線通信装置
１０４に割り当てられていたリソースで、現在では該無線通信装置に利用されていないリ
ソースを再割り当てする再割り当て部１２２を備えていてもよい。本発明において開示さ
れる方法の少なくともいくつかの態様は、無線通信装置１０４が送信状態を変更したとき
に、基地局１０２と無線通信装置１０４との間の明示的な信号を最小化する状態移行メカ
ニズムに関連する。
【００２１】
　自律的なモード間の移行の使用を可能とすることによって２つの主要な効果がある。第
１に、当該携帯端末のバッテリーの寿命をさらに延ばすうえで有用である。これは、送信
のために２つの電力増幅器を使うことに利点がない場合に、その２つの電力増幅器を使わ
ないことで達成される。第２に、上記基地局から上記携帯端末への信号を必要としないこ
とで、ダウンリンク媒体上の時間周波数リソースを有効利用するうえで有用である。
【００２２】
　図２は、無線通信装置１０４による、アンテナポートモード１１４と送信モード１１６
間の移行の方法の第１の例を示す図である。この例は、第１のケース２１８と呼ばれても
よい。各送信モード１１６は、シングルアンテナポートモード１１４ａ、および／または
マルチアンテナポートモード１１４ｂに属していてもよい。例えば、シングルアンテナ送
信モード１１６ａは、シングルアンテナポートモード１１４ａにのみ属していてもよい。
送信ダイバーシティモード１１６ｂおよびＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク１）１１６ｃは
、シングルアンテナポートモード１１４ａとマルチアンテナポートモード１１４ｂの両方
に属していてもよい。ＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク２またはそれ以上）１１６ｄは、マ
ルチアンテナポートモード１１４ｂにのみ属していてもよい。
【００２３】
　図３は、無線通信装置１０４による、アンテナポートモード１１４と送信モード１１６
間の移行の方法の第２の例を示す図である。この例は、第２のケース３２０と呼ばれても
よい。第２のケース３２０では、シングルアンテナ送信モード１１６ａは、シングルアン
テナポートモード１１４ａにのみ属していてもよい。送信ダイバーシティモード１１６ｂ
およびＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク１）１１６ｃは、マルチアンテナポートモード１１
４ｂにのみ属していてもよい。ＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク２またはそれ以上）１１６
ｄは、マルチアンテナポートモード１１４ｂにのみ属していてもよい。
【００２４】
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　無線通信装置１０４は、マルチアンテナポートモード１１４ｂからシングルアンテナポ
ートモード１１４ａへ自律的に移行してもよい。この移行が起きたとき、無線通信装置１
０４は、マルチアンテナポートモード１１４ｂからシングルアンテナポートモード１１４
ａへの上記自律的移行について、基地局１０２に暗黙的に通知を行う。
【００２５】
　図４は、無線通信装置１０４による、マルチアンテナポートモード１１４ｂからシング
ルアンテナポートモード１１４ａへの自律的移行についての基地局１０２への暗黙的な通
知の方法の一例を示す図である。無線通信装置１０４がマルチアンテナポートモード１１
４ｂにあるとき、マルチコード４２２ａ、４２２ｂ、ＳＲＳ１１２が送信される。無線通
信装置１０４がシングルアンテナポートモード１１４ａへ（基地局１０２への明示的な信
号を一切伴わずに）移行するとき、無線通信装置１０４は、１つのコード４２２ａのみで
ＳＲＳ１１２を送信する。基地局１０２は、無線通信装置１０４が１つのコード４２２ａ
のみでＳＲＳ１１２を送信したことを検出することにより、無線通信装置１０４がシング
ルアンテナポートモード１１４ａへ移行したと推定する。
【００２６】
　図５は、無線通信装置１０４による、マルチアンテナポートモード１１４ｂからシング
ルアンテナポートモード１１４ａへの自律的移行についての基地局１０２への暗黙的な通
知の方法の別の例を示す図である。無線通信装置１０４がマルチアンテナポートモード１
１４ｂにあるとき、ＰＵＣＣＨ１１０がマルチリソースブロック（ＲＢ）５２４ａ、５２
４ｂで送信されてもよい。無線通信装置１０４がシングルアンテナポートモード１１４ａ
へ（基地局１０２への明示的な信号を一切伴わずに）移行するとき、無線通信装置１０４
は、ＰＵＣＣＨ１１０の送信に１つのＲＢ５２４ａのみを使用する。
【００２７】
　ＰＵＣＣＨ１１０に関するＲＢ５２４の優先順位は事前に決められてもよい。例えば、
図５では、低周波数（または外側の周波数）が高い優先度を有する。よって、無線通信装
置１０４がシングルアンテナポートモード１１４ａへ移行したときは、低いＲＢ５２４ａ
（または外側のＲＢ５２４ａ）が使用される。この場合、無線通信装置１０４がシングル
アンテナポートモード１１４ａへ移行するときにどちらのＲＢ５２４がドロップされるか
を基地局１０２に通知する信号は一切不要である。
【００２８】
　次に、図６を参照されたい。図６は、無線通信装置１０４による、ＲＲＣ（Radio Reso
urce control）信号に基づく、マルチアンテナポートモード１１４ｂからシングルアンテ
ナポートモード１１４ａへの移行の方法６００を示す図である。より具体的には、図６は
、無線通信装置１０４がＲＲＣ信号を受信（６０２）することを示している。ＲＲＣ信号
の受信６０２に応じて、無線通信装置１０４は、１つ以上の物理チャネル１０８（例とし
てＰＵＳＣＨ１０８、ＰＵＣＣＨ１１０、ＳＲＳ１１２）に対し、シングルアンテナポー
トモード１１４ａへ移行（６０４）してよい。無線通信装置１０４がシングルアンテナポ
ートモード１１４ａへ移行すると、無線通信装置１０４は、図４（ｂ）または図５（ｂ）
に示したように、ＰＵＣＣＨ１１０またはＳＲＳ１１２を送信する。
【００２９】
　図６で言及した上記ＲＲＣ信号は、ＰＵＳＣＨ１０８に関する送信モード１１６を含ん
でいてもよい。無線通信装置１０４が図３に示した第２のケース３２０（送信ダイバーシ
ティモード１１６ｂ、ＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク１）１１６ｃ、およびＳＵ－ＭＩＭ
Ｏモード（ランク２）１１６ｄがマルチアンテナポートモード１１４ｂに属し、シングル
アンテナ送信モード１１６ａがシングルアンテナポートモード１１４ａに属する）に従っ
て設計された場合を想定した例を解説する。無線通信装置１０４が、送信ダイバーシティ
モード１１６ｂ、ＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク１）１１６ｃ、またはＳＵ－ＭＩＭＯモ
ード（ランク２）１１６ｄであるときに、シングルアンテナ送信モード１１６ａへの移行
を示すＰＵＳＣＨ送信モードのＲＲＣ信号を受信すると、無線通信装置１０４は、１つ以
上の物理チャネルに関し、マルチアンテナポートモード１１４ｂからシングルアンテナポ
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ートモード１１４ａへ移行してもよい。
【００３０】
　別の例として、図６で言及した上記ＲＲＣ信号は、アンテナポートモード１１４を含ん
でいてもよい。無線通信装置１０４は、アンテナポートモード１１４がシングルアンテナ
ポートモード１１４ａになるべきであるとの指示を受信した時、１つ以上の物理チャネル
に関し、シングルアンテナポートモード１１４ａへ移行してもよい。
【００３１】
　次に、図７を参照されたい。図７の方法７００は、無線通信装置１０４が、ＲＲＣ信号
を介して、シングルアンテナポートモード１１４ａからマルチアンテナポートモード１１
４ｂに設定される様子を示している。より具体的には、図７は、無線通信装置１０４がＲ
ＲＣ信号を受信（７０２）することを示している。ＲＲＣ信号の受信７０２に応じて、無
線通信装置１０４は、１つ以上の物理チャネル１０８（例としてＰＵＳＣＨ１０８、ＰＵ
ＣＣＨ１１０、ＳＲＳ１１２）に関し、マルチアンテナポートモード１１４ｂへ移行（７
０４）してもよい。無線通信装置１０４がマルチアンテナポートモード１１４ｂへ移行す
る場合、無線通信装置１０４は、図４（ａ）または図５（ａ）に示したように、ＰＵＣＣ
Ｈ１１０またはＳＲＳ１１２を送信してもよい。
【００３２】
　図７で言及した上記ＲＲＣ信号は、ＰＵＳＣＨ１０８に関する送信モード１１６を含ん
でいてもよい。無線通信装置１０４が図３に示した第２のケース３２０に従って構成され
た場合を想定した一例を解説する。無線通信装置１０４が、シングルアンテナ送信モード
１１６ａから送信ダイバーシティモード１６６ｂ、ＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク１）１
１６ｃ、またはＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク２）１１６ｄへの移行を示すＰＵＳＣＨ送
信モードのＲＲＣ信号を受信した時、無線通信装置１０４は、１つ以上の物理チャネル（
例としてＰＵＳＣＨ１０８、ＰＵＣＣＨ１１０、ＳＲＳ１１２）に関し、シングルアンテ
ナポートモード１１４ａからマルチアンテナポートモード１１４ｂへ移行してもよい。
【００３３】
　別の例として、図７で言及した上記ＲＲＣ信号は、アンテナポートモード１１４を含ん
でいてもよい。無線通信装置１０４が、アンテナポートモード１１４はマルチアンテナポ
ートモード１１４ｂになるべきであるとの指示を受信した時、無線通信装置１０４は、１
つ以上の物理チャネル（例としてＰＵＳＣＨ１０８、ＰＵＣＣＨ１１０、ＳＲＳ１１２）
に関し、マルチアンテナポートモード１１４ｂへ移行するようにしてもよい。
【００３４】
　次に、図８を参照されたい。図８の方法８００は、無線通信装置１０４が、所定の期間
（図８においてＴとして図示されている）経過後に、シングルアンテナポートモード１１
４ａへの復帰を試みる様子を示している。上記期間は、上位層信号または無線通信装置１
０４に関するクラスパラメータのいずれかによって、無線通信装置１０４と基地局１０２
の両方に通知されてもよい。
【００３５】
　より具体的には、無線通信装置１０４がＲＲＣ信号を受信（８０２）すると、タイマー
がリセットされ（８０４）、カウントを開始してもよい。無線通信装置１０４は、１つ以
上の物理チャネルに関し、マルチアンテナポートモード１１４ｂへ移行（８０６）しても
よい。無線通信装置１０４が、上記タイマーが所定の期間（Ｔ）を超過したと判定すると
（８０８）、無線通信装置１０４は、シングルアンテナポートモード１１４ａへ自律的に
復帰する（８１０）。
【００３６】
　次に、図９を参照されたい。図９の方法９００は、無線通信装置１０４が、特定の状況
下でシングルアンテナポートモード１１４ａへの自律的移行をどのように中止するかを示
す図である。基地局１０２によるマルチアンテナポートモード１１４ｂへの移行の指示と
、無線通信装置１０４のシングルアンテナポートモード１１４ａへの自律的移行との間の
サイクルパターンが、所定の時間（図９においてＰとして図示）内に所定の回数（この回
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数はシステムパラメータとして設定されてもよい）発生すると、無線通信装置１０４は、
シングルアンテナポートモード１１４ａへの自律的移行を中止してもよい。所定の時間（
図９においてＱとして図示）が経過した後、無線通信装置１０４は、シングルアンテナポ
ートモード１１４ａへの上記自律的移行を再開してもよい。
【００３７】
　より具体的には、無線通信装置１０４は、ＲＲＣ信号を受信したか否かを判定（９０２
）してもよい。受信したと判定すると、無線通信装置１０４は、１つ以上の物理チャネル
に関し、マルチアンテナポートモード１１４ｂへ移行（９０４）してもよい。さらに、無
線通信装置１０４は、タイムスタンプ”Ｔ１”を生成（９０６）してもよい。次に、無線
通信装置１０４は、Ｎ（無線通信装置１０４がシングルアンテナポートモード１１４ａへ
自律的に移行した回数を表す）が所定の上限値（図９において“所定の回数”として図示
）を超過したか否かを判定（９０８）してもよい。超過していないと判定すると、無線通
信装置１０４は、シングルアンテナポートモード１１４ａへ自律的に復帰（９１０）して
もよい。無線通信装置１０４は、タイムスタンプ“Ｔ２”を生成（９１２）してもよい。
さらに、無線通信装置１０４は、Ｔ２－Ｔ１＜Ｐ（Ｐは上記所定の時間を示す）であるか
否かを判定（９１４）してもよい。Ｔ２－Ｔ１＜Ｐでない場合、Ｎの値がリセット（９１
６）されてもよく、方法９００はステップ９０２に戻り、上記の処理を継続してもよい。
【００３８】
　ステップ９０８において、Ｎが上記所定の上限値を超過したと判定されると、上記方法
は、ステップ９０２に（シングルアンテナポートモード１１４ａに復帰（９１０）せずに
）戻り、上記の処理を継続してもよい。ステップ９１４において、Ｔ２－Ｔ１の値がＰ未
満であると判定されると、方法９００は、ステップ９０２に（Ｎのリセット（９１４）を
せずに）戻り、上記の処理を継続してもよい。ステップ９０２において、ＲＲＣ信号が受
信されていないと判定されると、無線通信装置１０４は、タイムスタンプ“Ｔ３”を生成
（９１８）してもよい。Ｔ３－Ｔ１＞Ｑ（Ｑは上記所定の期間）の場合、Ｎの値がリセッ
ト（９２０）されてもよい。そして方法９００は、ステップ９０８に進み、上記の処理を
継続してもよい。
【００３９】
　基地局１０２は、無線通信装置１０４のマルチアンテナポートモード１１４ｂからシン
グルアンテナポートモード１１４ａへの自律的移行を検出してもよい。例えば、基地局１
０２が、マルチアンテナポートモード１１４ｂの無線通信装置１０４に対し、複数（例え
ば２個か４個）のコード４２２を割り当てているとする。無線通信装置１０４がマルチア
ンテナポートモード１１４ｂであるという情報が基地局１０２に示されているにもかかわ
らず、１つのコード４２２ａのみでＳＲＳ１１２が送信（図４（ｂ）にて図示）されたこ
とを基地局１０２が検出すると、基地局１０２は、無線通信装置１０４がマルチアンテナ
ポートモード１１４ｂからシングルアンテナポートモード１１４ａへ自律的に移行したと
見做してもよい。
【００４０】
　別の例として、基地局１０２が、マルチアンテナポートモード１１４ｂである無線通信
装置１０４に対し、複数（例えば２個）のＲＢ５２４を割り当てているとする。無線通信
装置１０４がマルチアンテナポートモード１１４ｂであるという情報が基地局１０２に示
されているにもかかわらず、無線通信装置１０４がＰＵＣＣＨ１１０に関し１つのＲＢ５
２４ａのみを使用（図５（ｂ）にて図示）していることを検出すると、基地局１０２は、
無線通信装置１０４がマルチアンテナポートモード１１４ｂからシングルアンテナポート
モード１１４ａへ自律的に移行したと見做してもよい。
【００４１】
　本発明のいくつかの実施形態において、上記マルチアンテナポートモードから上記シン
グルアンテナポートモードへの自律的移行は、図６で示されているように、無線リソース
制御（ＲＲＣ）信号に基づいて行われてよい。
【００４２】
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　本発明のいくつかの実施形態は、上記基地局によって上記マルチアンテナポートモード
に設定された後所定の期間を経過したとき、上記無線通信装置が上記シングルアンテナポ
ートモードへ復帰する工程を含む方法を開示する。
【００４３】
　本発明のいくつかの実施形態は、上記基地局による上記無線通信装置に対する上記マル
チアンテナポートモードへの移行の指示と、上記無線通信装置による上記シングルアンテ
ナポートモードへの自律的移行との間のサイクルパターンが所定の回数発生したとき、上
記無線通信装置が上記マルチアンテナポートモードへの自律的移行を中止する工程を含む
方法を開示する。
【００４４】
　本発明のいくつかの実施形態では、上記無線通信装置がオープンループ送信ダイバーシ
ティスキームを利用した送信ダイバーシティモードにあり、上記無線通信装置において使
用されるアンテナポート重み付けベクトルがパラメータｘに依存し、上記無線通信装置の
上記マルチアンテナポートモードから上記シングルアンテナポートモードへの自律的移行
が、上記無線通信装置の上記ｘの値を自律的に選択する工程を含む方法を開示する。
【００４５】
　本発明のいくつかの実施形態では、上記無線通信装置は、該無線通信装置がアンテナゲ
インの均衡の大きな崩れを観測したことに応じて、上記シングルアンテナポートモードへ
移行するための上記ｘの値を自律的に選択する方法を開示する。
【００４６】
　本発明のいくつかの実施形態では、上記無線通信装置は、該無線通信装置が現在のバッ
テリー残量が少ないことを検出したことに応じて、上記シングルアンテナポートモードへ
移行するための上記ｘの値を自律的に選択する方法を開示する。
【００４７】
　本発明のいくつかの実施形態では、上記オープンループ送信ダイバーシティスキームが
、空間－周波数ブロックコーディング（ＳＦＢＣ）、空間－時間ブロックコーディング（
ＳＴＢＣ）、周波数選択的送信ダイバーシティ（ＦＳＴＤ）、および周期的遅延ダイバー
シティ（ＣＤＤ）からなるグループより選択される方法を開示する。
【００４８】
　本発明のいくつかの実施形態では、上記アンテナポート重み付けベクトルは、ｘおよび
【００４９】
【数１】

のうち少なくとも１つである方法を開示する。
【００５０】
　次に、図１０を参照されたい。図１０の方法１０００は、基地局１０２は、第１の無線
通信装置１０４がマルチアンテナポートモード１１４ｂからシングルアンテナポートモー
ド１１４ａに自律的に移行したことを一旦検出（１００２）すると、基地局１０２は、上
記第１の無線通信装置１０４の状態をシングルアンテナポートモード１１４ａに変更（１
００４）し、上記第１の無線通信装置１０４にもはや現在では使用されていないリソース
の一部を、第２の無線通信装置１０４に再割り当て（１００６）してもよいことを示して
いる。例えば、上記第１の無線通信装置１０４に関する、図４に示した第２のコード４２
２ｂおよび／または図５に示した第２のＲＢ５２４ｂは、上記第１の無線通信装置１０４
に対する信号を一切伴わずに、上記第２の無線通信装置１０４に再割り当てされてもよい
。
【００５１】
　次に、図１１を参照されたい。図１１の方法１１００は、基地局１０２が、第１の無線
通信装置１０４がマルチアンテナポートモード１１４ｂからシングルアンテナポートモー
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ド１１４ａに自律的に移行したことを一旦検出（１１０２）すると、基地局１０２は、上
記第１の無線通信装置１０４の状態をシングルアンテナポートモード１１４ａに変更（１
１０４）してもよいことを示している。基地局１０２が、割り当てアルゴリズムによって
決定される目的（例えば収支、容量、最適化、その他このような指標）のために、無線通
信装置１０４のアンテナポートモード１１４をシングル１１４ａからマルチ１１４ｂへ変
更することを決定しない限り（および決定するまで）は、基地局１０２は、無線通信装置
１０４がシングル入力・シングル出力の送信（これはシングルアンテナポートモード１１
４ａであることを暗黙的に示すものである）を実行したと想定して、時間／周波数リソー
スを割り当てる（１１０６）とともに、変調とコーディングスキームレベルとを指示して
もよい。
【００５２】
　基地局１０２は、ＲＲＣ信号によって、無線通信装置１０４（特に、無線通信装置１０
４のアンテナモード部１１４）をマルチアンテナポートモード１１４ｂからシングルアン
テナポートモード１１４ａへ移行するように設定してもよい。上記ＲＲＣ信号は、ＰＵＳ
ＣＨ送信モードを含んでいてもよい。例えば、図１２に示す方法１２００を参照されたい
。基地局１０２は、第１の無線通信装置１０４に対してシングルアンテナ送信モード１１
６ａへ移行するよう、ＲＲＣ信号に含まれるＰＵＳＣＨ送信モードパラメータを用いて通
知（１２０２）してもよい。次に、基地局１０２は、上記第１の無線通信装置１０４の状
態をシングルアンテナポートモード１１４ａに変更（１２０４）し、上記第１の無線通信
装置１０４にもはや現在では使用されていないリソースの一部を、第２の無線通信装置１
０４に再割り当て（１２０６）してもよい。
【００５３】
　別の例として、図１３に示す方法１３００を参照されたい。方法１３００において、明
示的なアンテナポートモードパラメータは、ＲＲＣ信号によって設定されてもよい。基地
局１０２は、上記第１の無線通信装置１０４の状態をシングルアンテナポートモード１１
４ａに変更（１３０２）してもよい。基地局１０２はさらに、ＲＲＣ信号に含まれるアン
テナポートパラメータを用いて、上記第１の無線通信装置１０４のアンテナポートモード
１１４をシングルアンテナポートモード１１４ａに設定（１３０４）してもよい。上記基
地局が上記第１の無線通信装置１０４の状態を一旦変更（１３０２）すると、基地局１０
２は、上記第１の無線通信装置１０４にもはや現在では使用されていないリソースの一部
を、第２の無線通信装置１０４に再割り当て（１３０６）してもよい。
【００５４】
　基地局１０２は、ＲＲＣ信号によって、無線通信装置１０４をシングルアンテナポート
モード１１４ａからマルチアンテナポートモード１１４ｂへ移行するように設定してもよ
い。例えば、図３にて示した第２のケース３２０を想定されたい。基地局１０２は、ＲＲ
Ｃ信号に含まれるＰＵＳＣＨ送信モードパラメータを用いて、無線通信装置１０４に、送
信ダイバーシティモード１６６ｂまたはＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク１）１１６ｃへ移
行するよう通知してもよい。
【００５５】
　図１４に示す方法１４００を参照されたい。方法１４００において、基地局１０２は、
第２の無線通信装置１０４のリソースを第１の無線通信装置１０４に再割り当て（１４０
２）してもよい。例えば、図４にて示した第２のコード４２２ｂおよび／または図５にて
示した第２のＲＢ５２４ｂが、上記第１の無線通信装置１０４に再割り当て（１４０２）
されてもよい。次に、基地局１０２は、上記第１の無線通信装置１０４の状態をマルチア
ンテナポートモード１１４ｂに変更（１４０４）し、上記無線通信装置１０４に対して送
信ダイバーシティモード１６６ｂまたはＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク１）１１６ｃへ移
行するよう、ＲＲＣ信号に含まれるＰＵＳＣＨ送信モードパラメータを用いて指示（１４
０６）してもよい。
【００５６】
　別の例として、図２にて示した第１のケース２１８（送信ダイバーシティモード１１６
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ｂおよびＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク１）１１６ｃがマルチアンテナポートモード１１
４ｂとシングルアンテナポートモード１１４ａとの両方に属する）を想定されたい。この
例では、明示的なアンテナポートモードパラメータが、ＲＲＣ信号によって設定されても
よい。図１５に示す方法１５００を参照されたい。方法１５００において、基地局１０２
は、第２の無線通信装置１０４のリソースを第１の無線通信装置１０４に再割り当て（１
５０２）してもよい。例えば、図４にて示した第２のコード４２２ｂおよび／または図５
にて示した第２のＲＢ５２４ｂが、上記第１の無線通信装置１０４に割り当て（１５０２
）られてもよい。次に、基地局１０２は、上記第１の無線通信装置１０４の状態をマルチ
アンテナポートモード１１４ｂに変更（１５０４）し、上記第１の無線通信装置１０４に
対しマルチアンテナポートモード１１４ｂへ移行するよう、ＲＲＣ信号に含まれるアンテ
ナポートモードパラメータを用いて指示（１５０６）してもよい。
【００５７】
　無線通信装置１０４が、基地局１０２からのマルチアンテナポートモード１１４ｂへの
移行の指示の後に、シングルアンテナポートモード１１４ａへ復帰する場合、基地局１０
２は、シングル入力・シングル出力の送信が無線通信装置１０４によって実行されたと想
定して、時間／周波数リソースを割り当て、変調およびコーディングのスキームレベルを
指示してもよい。これは、基地局１０２がマルチアンテナポートモード１１４ｂを再構築
するＲＲＣコマンドを再送信し、無線通信装置１０４のアンテナポートモード１１４をシ
ングル１１４ａからマルチ１１４ｂに変更することを決定する時点まで継続してもよい。
【００５８】
　本発明のいくつかの実施形態が開示する方法は、上記基地局が、上記無線通信装置のア
ンテナポートモードを無線リソース制御（ＲＲＣ）信号によって設定する工程を含むこと
を特徴とする。
【００５９】
　本発明のいくつかの実施形態では、上記無線通信装置は、オープンループ送信ダイバー
シティスキームを利用した送信ダイバーシティモードにあり、上記無線通信装置において
使用されるアンテナポート重み付けベクトルはパラメータｘに依存し、上記基地局が、上
記無線通信装置のアンテナポートモードを上記ｘの値の設定によって設定する工程を含む
方法を開示する。
【００６０】
　本発明のいくつかの実施形態では、上記基地局が上記無線通信装置におけるアンテナゲ
インの均衡の崩れを推定する工程を含む、上記基地局が上記無線通信装置のアンテナポー
トモードをｘの値の設定によって設定する方法を開示する。
【００６１】
　本発明のいくつかの実施形態では、上記基地局が、上記無線通信装置に対し、上記ｘの
値を物理ダウンリンク制御チャネルによって通知する工程を含む方法を開示する。
【００６２】
　本発明のいくつかの実施形態では、上記基地局がアップリンク送信電力制御手順を実行
する工程を含み、上記アップリンク送信電力制御手順は、上記基地局が各コンポーネント
キャリアに対する合計送信電力を決定する工程を含む方法を開示する。
【００６３】
　図１６に示す方法１６００を参照されたい。方法１６００において、基地局１０２は、
第２の無線通信装置１０４から第１の無線通信装置１０４へリソースを再割り当て（１６
０２）してもよい。次に、基地局１０２は、上記第１の無線通信装置１０４の状態をマル
チアンテナポートモード１１４ｂに変更（１６０４）し、上記第１の無線通信装置１０４
に対しマルチアンテナポートモード１１４ｂへ移行するよう、ＲＲＣ信号に含まれるアン
テナポートモードパラメータを用いて指示（１６０６）してもよい。無線通信装置１０４
によるシングルアンテナポートモード１１４ａへの自律的移行が検出（１６０８）される
と、方法１６００は、ステップ１６０４に戻り、上記の処理が継続されてもよい。
【００６４】
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　本発明が開示するシステムおよび方法の別の態様は、複数のアンテナ送信モードおよび
複数の物理チャネルをサポートするためのアップリンク送信電力制御に関する。図１７に
示す方法１７００を参照されたい。方法１７００において、アップリンク電力制御手順は
２つのステップを含んでいてもよい。第１のステップは、各コンポーネントキャリア（Ｃ
Ｃ：component carrier）に対する合計送信電力を決定する（１７０２）ステップである
。第２のステップは、各アンテナ１０６に対し上記送信電力をどのように割り当てるかを
決定する（１７０４）ステップである。無線通信装置１０４は、第１のステップ１７０２
と第２のステップ１７０４とを両方実行してもよい。基地局１０２は、第１のステップ１
７０２のみを実行してもよい。第２のステップ１７０４（各アンテナ１０６に対する送信
電力の割り当て）は、無線通信装置１０４がシングルアンテナポートモード１１４ａにあ
るかマルチアンテナポートモード１１４ｂにあるかにより異なっていてもよく、電力増幅
器（ＰＡ：power amplifier）の設定次第であってもよい。
【００６５】
　図１８は、第１のステップ１７０２（すなわち各ＣＣに対する合計送信電力の決定）の
詳細を示す図である。図１８に示すように、第１のステップ１７０２は、２つのサブステ
ップ１８０２、１８０４を含んでいてもよい。第１のサブステップ１８０２は、各ＣＣに
対する合計送信電力を決定する工程である。第２のサブステップ１８０４は、任意の物理
チャネルについてドロップするか否かを決定する工程である。いくつかのケースでは、第
２のサブステップ１８０４は省略されてもよい。
【００６６】
　第１のサブステップ１８０２の詳細は上記物理チャネルに拠る。ＰＵＳＣＨ１０８に関
しては、各ＣＣに対する送信電力は式（１）で定義される。
PPUSCH(i,k)=min{PMAX,10・log10MPUSCH(i,k)+P0_PUSCH(k)+α(k)・PL(k)+ΔTF(i,k)+f(i
,k)}
       ・・・（１）
【００６７】
　式（１）は、単位ｄＢｍで表される。式（１）において、ｋはアップリンクＣＣの番号
であり、ｉはサブフレームの番号である。ＰＭＡＸは最大許容電力の合計である。ＭＰＵ

ＳＣＨ（ｉ，ｋ）は、ｋ番目のアップリンクＣＣにおける、連続的または不連続的なＰＲ
Ｂの数である。Ｐ０＿ＰＵＳＣＨ（ｋ）は、セル固有の要素（Ｐ０＿ＮＯＭＩＮＡＬ＿Ｐ

ＵＳＣＨ（ｋ））と、無線通信装置固有の要素（Ｐ０＿ＵＥ＿ＰＵＳＣＨ（ｋ））との合
計である。α（ｋ）は、ｋ番目のアップリンクＣＣに関する送信電力制御（ＴＰＣ：tran
smission power control）セルに固有のパラメータであり、０≦α（ｋ）≦１の小数（分
数）の値を取る。ＰＬ（ｋ）は、ｋ番目のダウンリンクＣＣに関するダウンリンク経路損
失の推定値である。
【００６８】
【数２】

【００６９】
上式において、Ｋｓ（ｋ）＝０または１．２５であり、ＴＢＳ（ｉ，ｋ）は送信周波数帯
域（ＴＢ：transmission bandwidth）のサイズであり、
【００７０】

【数３】

【００７１】
である。式f(i,k)=f(i-1,k)+δPUSCH(i,k)は、累積をリセットした後にｆ（０，ｋ）が最
初の値となるサブフレームｉの間、ＣＬ　ＴＰＣコマンドδＰＵＳＣＨ（ｉ，ｋ）を累積
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する関数である。
【００７２】
　ＰＵＣＣＨ１１０に関しては、各ＣＣに対する送信電力は式（２）で定義される。
PPUCCH(i,k)=min{PMAX,10・log10MPUCCH(i,k)+P0_PUCCH(k)+PL(k)+h(・)+ΔF_PUCCH(F)+g
(i,k)}
       ・・・（２）
【００７３】
　式（２）は、単位ｄＢｍで表される。式（２）において、ｋはアップリンクＣＣの番号
であり、ｉはサブフレームの番号である。ＭＰＵＣＣＨ（ｉ，ｋ）は、ｋ番目のアップリ
ンクＣＣにおけるＰＵＣＣＨに割り当てられた直交リソースの数である。Ｐ０＿ＰＵＣＣ

Ｈ（ｋ）は、セル固有の要素（Ｐ０＿ＮＯＭＩＮＡＬ＿ＰＵＣＣＨ（ｋ））と、無線通信
装置固有の要素（Ｐ０＿ＵＥ＿ＰＵＣＣＨ（ｋ））との合計である。ＰＬ（ｋ）は、ｋ番
目のアップリンクにおいて推定される経路損失である。式ｈ（・）はＰＵＣＣＨのフォー
マットに依存する値である。式ΔＦ＿ＰＵＣＣＨ（Ｆ）は、フォーマット１ａに関連する
ＰＵＣＣＨのフォーマット（Ｆ）に対応する。ｇ（ｉ，ｋ）の式は、ｋ番目のＣＣにおけ
るＣＬ　ＴＰＣコマンドを蓄積する関数である。
【００７４】
　ＰＵＣＣＨに関する上記直交リソースは、特定の無線通信装置に割り当てられた直交コ
ードおよび周波数リソースを意味していてもよい。直交コードは、Ｚａｄｏｆｆ－Ｃｈｕ
シーケンスおよび直交カバー（例えば、Ｗａｌｓｈコード）を含む。周波数リソースは、
３ＧＰＰ　ＬＴＥ　Ｒｅｌｅａｓｅ　８で用いられる用語で、リソースブロック（ＲＢ）
を意味する。従って、ある無線通信装置に２つの異なるＺａｄｏｆｆ－Ｃｈｕシーケンス
と同一のＲＢとが割り当てられた場合、この状況を２つの直交リソースが該無線通信装置
に割り当てられていると言ってよい。ある無線通信装置に同一のＺａｄｏｆｆ－Ｃｈｕシ
ーケンスと２つの異なるＲＢとが割り当てられた場合、この状況を２つの直交リソースが
該無線通信装置に割り当てられていると言ってよい。
【００７５】
　別の例において、ＰＵＣＣＨ１１０に関しては、各ＣＣに対する送信電力は式（２－１
）で定義される。
PPUCCH(i,k)=min{PMAX,P0_PUCCH(k)+PL(k)+h(・)+ΔF_PUCCH(F)+g(i,k)}     ・・・（２
－１）
【００７６】
　式（２－１）は、単位ｄＢｍで表される。式（２）において、ｋはアップリンクＣＣの
番号であり、ｉはサブフレームの番号である。Ｐ０＿ＰＵＳＣＨ（ｋ）は、セル固有の要
素（Ｐ０＿ＮＯＭＩＮＡＬ＿ＰＵＣＣＨ（ｋ））と、無線通信装置固有の要素（Ｐ０＿Ｕ

Ｅ＿ＰＵＣＣＨ（ｋ））との合計である。ＰＬ（ｋ）は、ｋ番目のアップリンクにおいて
推定される経路損失である。式ｈ（・）はＰＵＣＣＨのフォーマットに依存する値である
。式ΔＦ＿ＰＵＣＣＨ（Ｆ）は、フォーマット１ａに関連するＰＵＣＣＨのフォーマット
（Ｆ）に対応する。式ｇ（ｉ，ｋ）は、ｋ番目のＣＣにおけるＣＬ　ＴＰＣコマンドを蓄
積する関数である。
【００７７】
　ＳＲＳ１１２に関しては、各ＣＣに対する送信電力は式（３）で定義される。
PSRS(i,k)=min{PMAX,PSRS_OFFSET(k)+10・log10MSRS(k)+P0_PUSCH(k)+α(k)・PL(k)+f(i,
k)}
       ・・・（３）
【００７８】
　式（３）は、単位ｄＢｍで表される。式（３）において、ｋはアップリンクＣＣの番号
であり、ｉはサブフレームの番号である。ＰＳＲＳ＿ＯＦＦＳＥＴ（ｋ）は、無線通信装
置固有のパラメータである。ＭＳＲＳ（ｋ）は、ｋ番目のアップリンクＣＣにおける、Ｐ
ＲＢにおけるＳＲＳ送信周波数帯域である。その他のパラメータは、ｋ番目のアップリン



(16) JP 5186616 B2 2013.4.17

10

20

30

40

50

クＣＣにおけるＰＵＳＣＨ送信に関して定義された通りである。
【００７９】
　図１９を参照されたい。図１９は、第２のサブステップ１８０４（すなわち物理チャネ
ルをどのようにドロップするかの決定）の詳細を示す図である。推定された送信電力と上
記最大送信電力とが比較（１９０２）される。上記推定された送信電力が上記最大送信電
力よりも小さい場合、該方法は第２のステップ１７０４に進む。それ以外の場合は、事前
に設定された優先度に基づき、上記物理チャネルがドロップ（１９０４）される。次に、
上記方法は、上記推定された送信電力と上記最大送信電力との比較（１９０２）に戻る。
【００８０】
　上記推定された送信電力と上記最大送信電力との比較（１９０２）のために、“推定さ
れた送信電力”は以下のように定義される。
【００８１】
【数４】

       ・・・（４）
【００８２】
　上記最大送信電力は、合計送信電力によって定義されてもよい。上記最大送信電力は、
無線通信装置１０４の電力クラス（政府の定める規定により制限されていてもよい）によ
って定義されてもよい。例えば、上記最大送信電力は２３ｄＢｍ、２１ｄＢｍ、２５ｄＢ
ｍ等であってもよい。
【００８３】
　式（４）において、ｎＰＵＳＣＨ、ｎＰＵＣＣＨ、およびｎＳＲＳはそれぞれ以下を表
す。ＰＵＳＣＨ１０８が特定のシンボル（ｉ番目のサブフレーム、ｎｎｓスロット、ｌ番
目のシンボル、およびｋ番目のコンポーネントキャリア）に割り当てられた場合、式ｎＰ

ＵＳＣＨ（ｉ，ｎｎｓ，ｌ，ｋ）＝１である。ＰＵＳＣＨ１０８が特定のシンボル（ｉ番
目のサブフレーム、ｎｎｓスロット、ｌ番目のシンボル、およびｋ番目のコンポーネント
キャリア）に割り当てられなかった場合、ｎＰＵＳＣＨ（ｉ，ｎｎｓ，ｌ，ｋ）＝０であ
る。ＰＵＣＣＨ１１０が特定のシンボル（ｉ番目のサブフレーム、ｎｎｓスロット、ｌ番
目のシンボル、およびｋ番目のコンポーネントキャリア）に割り当てられた場合、ｎＰＵ

ＣＣＨ（ｉ，ｎｎｓ，ｌ，ｋ）＝１である。ＰＵＣＣＨ１１０が特定のシンボル（ｉ番目
のサブフレーム、ｎｎｓスロット、ｌ番目のシンボル、およびｋ番目のコンポーネントキ
ャリア）に割り当てられなかった場合、ｎＰＵＣＣＨ（ｉ，ｎｎｓ，ｌ，ｋ）＝０である
。ＳＲＳ１１２が特定のシンボル（ｉ番目のサブフレーム、ｎｎｓスロット、ｌ番目のシ
ンボル、およびｋ番目のコンポーネントキャリア）に割り当てられた場合、ｎＰＵＳＣＨ

（ｉ，ｎｎｓ，ｌ，ｋ）＝１はである。ＳＲＳ１１２が特定のシンボル（ｉ番目のサブフ
レーム、ｎｎｓスロット、ｌ番目のシンボル、およびｋ番目のコンポーネントキャリア）
に割り当てられなかった場合、ｎＰＵＳＣＨ（ｉ，ｎｎｓ，ｌ，ｋ）＝０である。
【００８４】
　上記物理チャネルの、事前に設定された優先順位は以下のようであってもよい。一般に
、優先順位は、上記物理チャネルをどのように順序付けてもよく、基地局の割り当てや制
御によって決定されたものであってもよい。一例として、低周波数ＰＵＣＣＨ＞＞＞高周
波数ＰＵＣＣＨ＞低周波数ＰＵＳＣＨ＞＞高周波数ＰＵＳＣＨ、としてもよい。別の例と
して、低周波数ＰＵＣＣＨ＞＞低周波数ＰＵＳＣＨ＞＞高周波数ＰＵＣＣＨ＞＞高周波数
ＰＵＳＣＨ、としてもよい。別の例として、低周波数ＰＵＣＣＨ＞＞＞高周波数ＰＵＣＣ
Ｈ＞低周波数ＳＲＳ＞＞高周波数ＳＲＳ、としてもよい。別の例として、低周波数ＰＵＣ
ＣＨ＞＞＞高周波数ＰＵＣＣＨ＞低周波数ＳＲＳ＞＞高周波数ＳＲＳ＞＞＞低周波数ＰＵ
ＳＣＨ＞＞高周波数ＰＵＳＣＨ、としてもよい。別の例として、低周波数ＳＲＳ＜＜低周
波数ＰＵＣＣＨ＜＜低周波数ＰＵＳＣＨ＜＜高周波数ＳＲＳ＜＜高周波数ＰＵＣＣＨ＜＜
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低周波数ＰＵＳＣＨ＞＞高周波数ＰＵＳＣＨ、としてもよい。上記推定された送信電力が
上記最大送信電力より小さくなるまで、いくつかの物理チャネルはこの順序に基づいてド
ロップされてもよい。一例が、図２０および図２１に示されている。図２０は、物理チャ
ネルをドロップするか否かを決定するステップ１８０４の実行前の、上記送信電力の割り
当てを示す図である。図２１は、上記ステップ１８０４の実行後の、上記送信電力の割り
当てを示す図である。
【００８５】
　上記のアップリンク電力制御手順が適用されると、基地局１０２は、各無線通信装置１
０４が異なる電力増幅器（ＰＡ：power amplifier）の設定を有している場合であっても
、電力制御のために、無線通信装置１０４のＰＡ設定を無視することができる。換言すれ
ば、電力制御はＰＡ設定と独立の関係であってもよい。従って、シングルアンテナポート
モード１１４ａとマルチアンテナポートモード１１４ｂとの間の移行において要求される
信号をより少なくすることができる。また、シングルアンテナポートモード１１４ａとマ
ルチアンテナポートモード１１４ｂで共通の電力制御式を使用するため、両者間での急激
な電力変化は起こらないと考えられる。
【００８６】
　無線通信装置は、該無線通信装置が行うアップリンク電力制御手順において、第１のス
テップ１７０２と第２のステップ１７０４の両方を有していてもよい。基地局１０２は、
該基地局が行うアップリンク電力制御手順において、第１のステップ１７０２のみを含ん
でいてもよい。基地局１０２は、基地局１０２が行うアップリンク電力制御手順において
、上記ＰＡ設定と、無線通信装置１０４のアンテナポートモード１１４を無視してもよい
。
【００８７】
　シングルアンテナポートモード１１４ａにおいて、送信電力の割り当ては、ＰＡ設定に
依存して、アンテナ１０６ａと１０６ｂとで異なっている。例えば、２個または４個の２
３ｄＢｍのＰＡを設定するケースにおいて、シングルアンテナポートモード１１４ａは、
１個のＰＡのみを物理的に使用してもよい。換言すれば、図２１にて示した、１つのアン
テナ１０６ａに対する送信電力と同じ送信電力が割り当てられる。残りのアンテナ１０６
ｂには電力が割り当てられない。２個の２０ｄＢｍのＰＡを設定するケースにおいて、シ
ングルアンテナポートモード１１４ａは、２個のＰＡを物理的に使用してもよく、各アン
テナ１０６ａ、１０６ｂに割り当てられた送信電力が図２２に示されるようなものであっ
てもよい。４個の１７ｄＢｍのＰＡを設定するケースにおいて、シングルアンテナポート
モード１１４ａは、２個のＰＡを物理的に使用してもよく、各アンテナ１０６に割り当て
られた送信電力は図２３に示されるようなものであってもよい。マルチアンテナポートモ
ード１１４ｂにおいて、２個のアンテナ１０６ａ、１０６ｂに関し、図２２に示されるよ
うに、上記送信電力の２分の１が各アンテナ１０６に割り当てられてもよい。４個のアン
テナ１０６を使用するケースでは、図２３に示されるように、上記送信電力の４分の１が
各アンテナ１０６に割り当てられてもよい。
【００８８】
　ＳＵ－ＭＩＭＯモード（ランク１）１１６ｃにおいて、無線通信装置１０４は、１つの
アンテナ１０６のみを物理的に使用してもよい。この状況をアンテナ停止ベクトルが使用
されていると称してもよい。アンテナ停止ベクトルが使用されると、無線通信装置１０４
は、シングルアンテナポートモード１１４ａにあると見做される。換言すれば、図２１で
示される、１つのアンテナ１０６ａに対する送信電力と同じ送信電力が割り当てられる。
残りのアンテナ１０６ｂには電力が割り当てられない。
【００８９】
　本開示の少なくともいくつかの態様は、シングルおよびマルチアンテナ送信スキームの
両方を可能にする送信ダイバーシティの実施例に関する。上記ＰＵＳＣＨ送信ダイバーシ
ティスキームは、次の２つのステップを含む。第１のステップはオープンループ送信ダイ
バーシティスキームであり、第２のステップは、アンテナポート重み付け処理である。上
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記オープンループ送信ダイバーシティスキームは、空間－周波数ブロックコーディング（
ＳＦＢＣ：space-frequency block coding）、空間／時間ブロックコーディング（ＳＴＢ
Ｃ：space-time block coding）、周波数選択的送信ダイバーシティ（ＦＳＴＤ：frequen
cy selective transmission diversity）、または周期的遅延ダイバーシティ（ＣＤＤ：c
yclic delay diversity）であってもよい。
【００９０】
　上記オープンループダイバーシティ処理の後に、アンテナポート重み付け処理が行われ
てもよい。シングルキャリア－周波数ダイバーシティマルチアクセス（ＳＣ－ＦＤＭＡ：
single carrier - frequency diversity multiple access）が使用されると仮定した場合
、離散型フーリエ変換（ＤＦＴ：discrete Fourier transform）と、逆高速フーリエ変換
（ＩＦＦＴ：inverse fast Fourier transform）と、ＣＰ挿入処理とが、上記オープンル
ープ送信ダイバーシティ処理および上記アンテナポート重み付け処理の後に行われてもよ
い。これはＦＳＴＤ（図２４）、およびＣＣＤ（図２６）に関するケースである。別の例
として、ＩＦＦＴやＣＰ挿入処理が、上記オープンループ送信ダイバーシティ処理および
上記アンテナポート重み付け処理の後に行われてもよい。これはＳＦＢＣに関するケース
である（図２５）。
【００９１】
　図２４は、上記オープンループ送信ダイバーシティスキームのＦＳＴＤとしての実施例
を示す図である。上記ＦＳＴＤオープンループ送信ダイバーシティスキームは、コードブ
ロック分割部２４３２、チャネルコーディング部２４３４、変調部２４３６、およびアン
テナ分割部２４３８を含む。アンテナ分割部２４３８は２つの出力を持つ。アンテナ分割
部２４３８の第１の出力は、第１のアンテナポート重み付け部２４２６ａ、第１の離散型
フーリエ変換（ＤＦＴ）部２４４０ａ、第１のサブキャリアマッピング部２４４２ａ、第
１の逆高速フーリエ変換（ＩＦＦＴ）部２４４４ａ、および第１の周期的プレフィックス
（ＣＰ：cyclic prefix）挿入部２４４６ａによって処理される。アンテナ分割部２４３
８の第２の出力は、第２のアンテナポート重み付け部２４２６ｂ、第２のＤＦＴ部２４４
０ｂ、第２のサブキャリアマッピング部２４４２ｂ、第２のＩＦＦＴ部２４４４ｂ、およ
び第２のＣＰ挿入部２４４６ｂによって処理される。
【００９２】
　図２５は、上記オープンループ送信ダイバーシティスキームのＳＦＢＣとしての実施例
を示す図である。上記ＳＦＢＣオープンループ送信ダイバーシティスキームは、直交振幅
変調（ＱＡＭ：quadrature amplitude modulation）部２５４８、Ｍ－ＤＦＴ部２５５０
、ブロック逆多重化部２５５２、および空間－時間コーディング部２５５４を含む。空間
－時間コーディング部２５５４は２つの出力を持つ。空間－時間コーディング部２５５４
の第１の出力は、第１のアンテナポート重み付け部２５２６ａ、第１のサブキャリアマッ
ピング部２５４２ａ、第１のＮ－ＩＤＦＴ（inverse discrete Fourier transform）部２
５５６ａ、および第１のＣＰ挿入部２５４６ａによって処理される。空間－時間コーディ
ング部２５５４の第２の出力は、第２のアンテナポート重み付け部２５２６ｂ、第２のサ
ブキャリアマッピング部２５４２ｂ、第２のＮ－ＩＤＦＴ部２５５６ｂ、および第２のＣ
Ｐ挿入部２５４６ｂによって処理される。
【００９３】
　図２６は、オープンループ送信ダイバーシティスキームのＣＤＤとしての実施例を示す
図である。上記ＣＤＤオープンループ送信ダイバーシティスキームは、コードブロック分
割部２６３２、チャネルコーディング部２６３４、および変調部２６３６を含む。変調部
２６３６は２つの出力を持つ。変調部２６３６の第１の出力は、第１のアンテナポート重
み付け部２６２６ａ、第１のＤＦＴ部２６４０ａ、第１のサブキャリアマッピング部２６
４２ａ、第１のＩＦＦＴ部２６４４ａ、および第１のＣＰ挿入部２６４６ａによって処理
される。変調部２６３６の第２の出力は、周期的遅延部２６５８、第２のアンテナポート
重み付け部２６２６ｂ、第２のＤＦＴ部２６４０ｂ、第２のサブキャリアマッピング部２
６４２ｂ、第２のＩＦＦＴ部２６４４ｂ、および第２のＣＰ挿入部２６４６ｂによって処
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理される。
【００９４】
　図２７Ａに示すように、アンテナポート重み付け処理２７２６ａは、入力信号にパラメ
ータｘ（重み付けベクトル）を乗じてもよい。別の例として、図２７Ｂに示すように、ア
ンテナポート重み付け処理２７２６ｂは、入力信号に
【００９５】
【数５】

（重み付けベクトル）を乗じてもよい。どちらのケースでも、ｘはx={1,sqrt(1/2),0}、x
={1,sqrt(1/3),sqrt(1/2),sqrt(2/3),0}、またはx={1,sqrt(1/6),sqrt(1/3),sqrt(1/2),s
qrt(2/3),sqrt(5/6),0}のいずれであってもよい。図２７Ａおよび図２７Ｂに示すアンテ
ナポート重み付け処理２７２６ａ、２７２６ｂは、いずれも図２４－２６にて示したアン
テナポート重み付け部２４２６ａ、２４２６ｂ、２５２６ａ、２５２６ｂ、２６２６ａ、
２６２６ｂとして利用されてもよい。アンテナポート重み付けは、データと復調リファレ
ンス信号（ＤＭＲＳ：demodulation reference signal）との両方に適用されてもよい。
２つのアップリンク送信アンテナ１０６ａ、１０６ｂがあるケースにおいて、ｘ＝０また
は１のとき、これは事実上１つのアンテナ１０６による送信を暗黙的に示している。
【００９６】
　無線通信装置１０４は、送信ダイバーシティモード１１６ｂにあるとき、常に２つのア
ンテナ１０６ａ、１０６ｂを使用するように設定されてもよい。例えば、第２のケース３
２０（図３）において、送信ダイバーシティモード１１６ｂはマルチアンテナポートモー
ド１１４ｂのみに属する。しかしながら、アンテナゲインの均衡の大きな崩れが送信ダイ
バーシティのパフォーマンスを低下させる虞がある。さらに、送信ダイバーシティモード
１１６ｂはバッテリーをより多く消費する。このため、無線通信装置１０４が送信ダイバ
ーシティモード１１６ｂにあるときは、マルチアンテナポートモード１１４ｂからシング
ルアンテナポートモード１１４ａへ移行することが、無線通信装置にとって有益でありう
る。
【００９７】
　本発明が開示するシステムおよび方法の少なくともいくつかの態様は、送信ダイバーシ
ティモード１１６ｂを使用中、シングルアンテナポートモード１１４ａとマルチアンテナ
ポートモード１１４ｂとを切り換えることに関する。上記切り換えを行うための、少なく
とも３つの異なるメカニズムが存在する。第１に、無線通信装置１０４は、上記ｘの値を
自律的に（すなわち、基地局１０２から無線通信装置１０４に対する明示的または暗黙的
な信号を一切伴わずに）選択することができる。第２に、基地局１０２は、ｘを物理ダウ
ンリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ：physical downlink control channel）信号によっ
て設定してもよい。第３に、無線通信装置１０４は、基地局１０２によって設定された上
記ｘ値を上書きしてもよい。送信ダイバーシティモード１１６ｂにおける、シングルアン
テナポートモード１１４ａとマルチアンテナポートモード１１４ｂとの間の柔軟な移行を
許可することは、アンテナゲインの均衡の大きな崩れがある場合のパフォーマンスを向上
させるとともに、電力を抑えることができ、従って、バッテリーのパフォーマンスを向上
させることができる。
【００９８】
　上述した第１のメカニズムは、無線通信装置１０４が送信ダイバーシティモード１１６
ｂにある間、上記ｘの値を自律的に選択することができるというものである。換言すれば
、基地局１０２からの無線通信装置１０４に対する明示的または暗黙的な信号を一切伴わ
ずに、無線通信装置１０４は上記ｘの値を変更することができる。アンテナポート重み付
け処理２７２６を、データおよびＤＭＲＳの両方に適用することで、基地局１０２による
受信処理は、無線通信装置１０４で使用される上記ｘ値を透過的にする。従って、無線通
信装置１０４は上記ｘの値を自律的に選択することができる。さらに、アンテナ１０６ａ
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と１０６ｂとの間でアンテナゲインの均衡の大きな崩れがある場合、この提案されたスキ
ームは、一方のアンテナ１０６ｂのゲインが小さすぎるとき、もう一方のアンテナ１０６
ａに全ての送信電力を使用することができるため、パフォーマンスを向上させることがで
きる。別の例として、無線通信装置１０４のバッテリーレベルが低いとき、１つのアンテ
ナ１０６ａのみを使用する（すなわち、上記ｘの値を１に設定する）ことで、バッテリー
の寿命を延ばすことができる。しかしながら、アンテナ１０６のゲインの不均衡、および
無線通信装置１０４のバッテリーレベルは、両方とも無線通信装置１０４においてのみ知
り得る情報である。このため、無線通信装置１０４がｘ値を自律的に選択できることが有
益でありうる。
【００９９】
　経路損失情報または無線通信装置１０４のバッテリーレベル（ダウンリンクリファレン
ス信号の受信を通して、無線通信装置１０４側において測定されてもよい）に基づき、無
線通信装置１０４は、ｘを自律的に選択してもよい。例えば、無線通信装置１０４が上記
ダウンリンクリファレンス信号を測定し、上記アンテナゲインの均衡の大きな崩れ（また
は大きな経路損失差）を検知すると、無線通信装置１０４は、基地局１０２に対する信号
を一切伴わずに、上記ｘの値を１に設定してもよい。別の例として、無線通信装置１０４
が上記バッテリーレベルを測定し、上記バッテリーレベルが低いことを検知すると、無線
通信装置１０４は、基地局１０２に対する信号を一切伴わずに、上記ｘの値を１に設定し
てもよい。
【０１００】
　一方、基地局１０２が、上記アップリンクチャネルおよびアンテナゲインの不均衡（例
えば、チャネルの相互関係に基づくチャネル推定、または無線通信装置１０４からのフィ
ードバックによる）、または、無線通信装置１０４におけるバッテリー状態を推定すると
、基地局１０２は、無線通信装置１０４において使用される上記ｘの値を設定することが
できる。従って、ネットワークは、無線通信装置１０４による予期しない挙動を回避する
ことができる。
【０１０１】
　上記ＰＤＣＣＨは、アンテナポート重み付けビットを明示的に含んでいてもよい。例え
ば、x={1,sqrt(1/2),0}のとき、無線通信装置１０４に上記ｘ値を知らせるために、少な
くとも２ビットが必要とされてもよい。上記ＰＤＣＣＨは、無線通信装置１０４に上記ｘ
値を知らせるために、２ビットを搬送してもよい。別の解決方法として、ＰＤＣＣＨがア
ンテナポート重み付けビットを暗黙的に含むようにしてもよい。例えば、図２８に示すよ
うに、無線通信装置１０４の識別子は、ｘ指数を表す暗黙的な信号によってマスクされて
もよい。
【０１０２】
　基地局１０２は、無線通信装置１０４から報告される経路損失情報（例えば、リファレ
ンス信号受信電力）に基づき、上記ｘの値を選択してもよい。別の例として、基地局１０
２は、ＳＲＳの受信を通して基地局１０２側で測定された経路損失情報に基づき、上記ｘ
の値を選択してもよい。いずれのケースにおいても、基地局１０２はＰＤＣＣＨによって
ｘを設定してもよい。
【０１０３】
　無線通信装置１０４は、基地局１０２によって設定された上記ｘの値を上書きしてもよ
い。ＰＤＣＣＨで基地局１０２によって送信された設定済みの上記ｘ値を上書きするイベ
ントにおいて、無線通信装置１０４は、基地局１０２に対して上記ｘ値の選択を信号によ
って通知する必要があってもよい。これはＰＵＳＣＨ１０８の送信によって為されてもよ
い。例えば、図２９に示すように、無線通信装置１０４は、ＰＵＳＣＨ１０８およびＰＵ
ＣＣＨ１１０ａ、１１０ｂを同一のサブフレームにおいて送信し、ＰＵＣＣＨ１１０ａは
、ＰＵＳＣＨ１０８の送信で使用されている上記ｘ値を搬送してもよい。別の例として、
図３０に示すように、ＰＵＳＣＨ１０８は、ｘ値３０２８を制御情報として搬送してもよ
い。ｘ値３０２８を搬送するシンボルおよびサブキャリアは、所定のｘ値３０２８（例え
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ば、”ｘ＝１”）を使用してもよく、その他の部分は“受信したｘ値”が使用された場合
を想定して復号化されてもよい。さらに別の例として、図３１に示すように、ＰＵＳＣＨ
１０８内のＣＲＣ３０３０は“ｘ値”３０２８によってマスクされていてもよい。このケ
ースでは、基地局１０２は、複数個のｘ値３０２８をパラメータとして試すことで、受信
したＰＵＳＣＨ１０８を複数回復号化してもよい。
【０１０４】
　基地局１０２が、ＰＵＳＣＨ１０８の受信に基づき推定された“ｘ値”により無線通信
装置１０４がシングルアンテナポートモード１１４ａへ自律的に移行したことを検出する
と、基地局１０２は、マルチアンテナポートモード１１４ｂからシングルアンテナポート
モード１１４ａへ無線通信装置１０４が自律的に移行したと見做してもよい。
【０１０５】
　図３２は、無線通信装置３２０４において利用され得る各種構成要素を示す図である。
無線通信装置３２０４は、図１の無線通信装置１０４として利用されてもよい。無線通信
装置３２０４は、無線通信装置３２０４の処理を制御するプロセッサ３２９６を備えてい
る。プロセッサ３２９６はＣＰＵと呼称されてもよい。メモリ３２８８は、ＲＯＭ（read
 only memory）とＲＡＭ（random access memory）との両方、または情報を蓄積できる任
意のタイプの装置を備えていてもよく、命令３２８９ａとデータ３２９０ａとを、プロセ
ッサ３２９６に与える。メモリ３２８８の一部は、不揮発性（non-volatile）のランダム
アクセスメモリ（ＮＶＲＡＭ）をさらに備えていてもよい。プロセッサ３２９６内にさら
に命令３２８９ｂおよびデータ３２９０ｂが存在していてもよい。プロセッサ３２９６に
読み込まれた命令３２８９ｂは、プロセッサ３２９６によって実行されるためにメモリ３
２８８から読み込まれた、命令３２８９ａをさらに含んでいてもよい。命令３２８９ｂは
、本発明が開示する方法を実施するために、プロセッサ３２９６によって実行されてもよ
い。
【０１０６】
　無線通信装置３２０４は、データの送受信を可能にするトランスミッタ３２９２とレシ
ーバ３２９３とを備える筐体をさらに備えていてもよい。トランスミッタ３２９２および
レシーバ３２９３は、トランシーバ３２９７として組み合わせられていてもよい。上記筐
体にアンテナ３２９８が取り付けられ、トランシーバ３２９７と電気的に結合されていて
もよい。追加のアンテナがさらに用いられてもよい。
【０１０７】
　無線通信装置３２０４の各種構成要素はバスシステム３２９１によって互いに結合され
ており、上記バスシステム３２９１はデータバスに加え、電力バス、制御信号バス、およ
び状態信号バスを含んでいてもよい。しかしながら、説明の分かりやすさのために、上記
各種バスは、図３２においてはバスシステム３２９１として図示されている。無線通信装
置３２０４は、信号処理用にＤＳＰ（digital signal processor）３２９４をさらに備え
ていてもよい。無線通信装置３２０４は、ユーザに無線通信装置３２０４にアクセスする
ための機能を提供するコミュニケーションインターフェース３２９５をさらに備えていて
もよい。図３２に示される無線通信装置３２０４は、特定の構成要素のリストというより
はむしろ機能ブロック図である。
【０１０８】
　図３３は、基地局３３０２において利用され得る各種構成要素を示す図である。基地局
３３０２は、図１の基地局１０２として利用されてもよい。基地局３３０２は、無線通信
装置３２０４と関連して上に記載した構成要素と類似のもの、すなわち、プロセッサ３３
９６、プロセッサ３３９６に命令３３８９ａとデータ３３９０ａとを与えるメモリ３３８
８、プロセッサ３３９６内に存在する命令３３８９ｂおよびデータ３３９０ｂ、トランス
ミッタ３３９２とレシーバ３３９３と（トランシーバ３３９７として組み合わせられても
よい）を備える筐体、トランシーバ３３９７と電気的に結合されたアンテナ３３９８、バ
スシステム３３９１、信号処理用のＤＳＰ３３９４、コミュニケーションインターフェー
ス３３９５、などを備えていてもよい。
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【０１０９】
　本発明のいくつかの実施形態が開示する無線通信装置は、プロセッサと、上記プロセッ
サと電気的に通信するメモリと、上記メモリに保持されている命令と、を備え、上記命令
は、マルチアンテナポートモードからシングルアンテナポートモードへの自律的移行と、
上記自律的移行について基地局に対して暗黙的に通知すること、または上記マルチアンテ
ナポートモードからシングルアンテナポートモードへの移行を明示的に通知することと、
を実行可能であることを特徴とする。
【０１１０】
　本発明のいくつかの実施形態が開示する基地局は、プロセッサと、上記プロセッサと電
気的に通信するメモリと、上記メモリに保持されている命令と、を備え、上記命令は、無
線通信装置によるマルチアンテナポートモードからシングルアンテナポートモードへの自
律的移行の検出と、過去に上記無線通信装置に割り当てられていたリソースで、現在では
該無線通信装置に使用されていなリソースの再割り当てと、を実行可能であることを特徴
とする。
【０１１１】
　本発明が開示する各方法は、記載された方法を達成するために、それぞれ１つ以上のス
テップ、または動作を含んでいる。上記方法のステップおよび／または動作の相互置き換
えは、特許請求の範囲に含まれるものである。換言すれば、記載されている方法の適切な
実施のために、ステップまたは動作の特定の順序が必要である場合を除き、特定のステッ
プおよび／または動作の順序および／または使用は、特許請求の範囲から外れない限り変
更され得る。
【０１１２】
　上記特許請求の範囲は、上で示した特定の設定および構成要素に限定されるものではな
いことを理解されたい。本発明が開示するシステム、方法、装置の設計、動作、および詳
細に関しては、特許請求の範囲内において、様々な修正、変更、変化がなされてもよい。
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